
別紙３ 

 

障害者に対する職場実習に係る注意事項 

（就労支援機関等） 

 

 

労働局から提供する職場実習受入候補事業所リストに掲載されている事業所に対して、職場実習

を行う際には、以下の注意事項をご了承ください。 

  なお、各就労支援機関等が職場実習受入候補事業所リストを基に独自に職場実習の依頼を行う場

合は、各就労支援機関等において事業所と直接調整をお願いします。なお、独自に職場実習を行う

場合についても、別に定める職場実習実施報告書を宮城労働局に対し提出いただくようお願いしま

す。 

 

1 実習受入事業所での実習期間、実習日数及び時間 

実習受入事業所での実習日数及び時間は、実習対象者の状態や作業内容等に応じて職場実習

受入事業所と就労支援機関等が協議の上設定するものとしますが、実習期間は１週間から１か

月の間で設定するものとし、実習日数については原則として３日から１０日の間、実習時間に

ついては１日につき３時間程度から当該事業所の所定労働時間を超えない範囲内で設定してく

ださい。 

  

２ 障害者雇用納付助成金における障害者職場実習等支援事業の支給申請書類の作成支援 

職場実習受入事業所から、独立行政法人高齢・障害・求職者支援機構に障害者職場実習等支

援事業に係る申請を行うことを希望する旨の申し出があった場合は、職場実習実施計画書の作

成等にご協力いただくようにお願いします。 

 

 ３ 職場実習期間中の実習対象者の管理 

実習期間中における実習対象者の管理監督は、原則として、実習対象者が利用する就労支援

機関等が職場実習受入事業所の実習担当者と連携、協力して実施するものとします。 

 

 ４ 職場実習実施結果報告 

職場実習受入事業所と実習対象者が利用する就労支援機関等は、原則として、実習終了後 1

か月以内に「職場実習実施結果報告書」を作成し、就労支援機関等から労働局へ提出するもの

とします。 



 

 ５ 賃金等 

実習対象者に対しては、労働局及び職場実習受入事業所から賃金及び諸手当等は一切支給し

ないものとします。 

 

６ 遵守事項 

（１）就労支援機関等及び実習対象者は、実習実施に際し知り得た秘密を実習期間中及び実習終

了後も第三者に口外してはならないことといたします。 

（２）実習の期間中において、実習対象者と労働局及び実習対象者と職場実習受入事業所との間

には、雇用関係その他身分関係については一切生じないものとします。 

（３）就労支援機関等及び実習対象者の通勤途上の事故等については、労働局は一切その責を負

わないものとします。このため、貴機関において保険に加入することとされている場合には、

原則として当該保険に加入していただくようお願いします。 

 

７ 損害賠償等 

実習対象者が就労支援機関等及び職場実習受入事業所に損害を与えた場合、労働局に重大な

過失がない限り、労働局は一切の責任を負わないものとします。このため、貴機関において保

険に加入することとされている場合には、原則として当該保険に加入していただくようお願い

します。 

  

８ 実習対象者等の関係者への周知等 

実習対象者及びその保護者等の関係者に対する本実習に関する事項の周知等に係る対応につ

いては、就労支援機関等が行うものとします。 

 

９ 協議 

職場実習の実施に関して疑義が生じた場合には、その都度、就労支援機関等と労働局が協議

の上定めるものとします。 

 
 


